ほぼ週刊コラム「Partnership論」　その２１
米国Partnership税制の進化史(1)　「権利には相応の義務が伴う」
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オバマ再選が確定した。partnership論研究者の私としては「ホッ」とした。というのは、ロムニー所属の共和党はCorporate経済寄りであり、オバマ所属の民主党はPartnership経済寄りだからだ。とくにロムニーはBain CapitalというLBO専門のPEファンドを率いて財を成した人物だ。LBO (leveraged buyout) -- 既存の或るcorporateの不採算部門を切り出してそれを欲しがる他corporateに売って利ざやを稼ぐこと、これで財を成した人だ。 当然、going concern（永続企業）として定時定率に利益を稼ぎ続けることが世過ぎの務めであるcorporateを好む。GMやクライスラーは淘汰されるべきだという意見を持つ。どちらかといえば実体経済よりも金融経済に関心を寄せる人物だ。
一方のオバマは金融経済よりも実体経済、もっといえば、実体経済の再生・刷新に関心を持つ人物だ。GMやクライスラーを再生しようとするし、更に、海の物とも山の物ともつかない新しいことにチャレンジするpartnershipを好む。Partnership論の専門家であったBill Clinton（民主党）に負けず劣らずオバマもpartnership論を勉強している。それは経済的実体法理（economic substance doctrine）を禅問答のように、つまり「これこれだと明確には言えないが、とにかく経済的実体は存在する。」とcodifyしたことからも分かる。
そのオバマが再選された。しかも、米大統領の任期は最長2期8年だから、再選を気にしなくて良い2期目の大統領は割と過激な施策を打つのが常だ。だからオバマの2期目、2017年初までの4年間は、私のようなpartnership論研究者としてはとても楽しみだ。ということで、私としては、腰を据えて研究し日本への啓蒙普及に努めたい。万里千里の道だが…「一歩」から始めないことには始まらない。オバマ再選を機に、そう気を取り直して頑張ることとしよう。
さて、先週先々週とPartnership税制のアメとムチを紹介した。先週はアメを紹介した。アメとは、full expensingやzero outなどのtax shelter権利のこと。換言すれば、初期投資の多くの部分を税還付（tax refund）で勝手に穴埋めしたり、利益から税金を払わずに再投資に勝手にその利益全額を回したり、というような「権利」。更に換言すれば、国会の承認も得ずに、個人や企業のある意味勝手な「思い」だけで、税金の使い道を決めることが出来る「権利」のことだ。
一方先々週はムチを紹介した。「訴訟社会」つまり「そのtax shelterはabuse！と、いつ何時当局の強制捜査が入るか分からない恐怖」であり「私のtax shelterは適法だ、と主張するための準備を常に怠れないという起業者・投資者の緊張感」であり「実際に租税裁判で増えていくabusive tax shelter判例とそれから導かれるCivil Code、common lawの細則」であり、更に「abusive tax shelterへの重加算税」のことだ。

権利には相応の義務が伴う。権利が拡大すれば義務も拡大する。甘くておいしいアメを獲得するには、「くらえば猛烈に痛い」厳しいムチの試練にパスしなければならない。
そう、米国partnership税制の進化史とは、こういった権利と義務、アメとムチの進化史なのだ。こういった進化史をパワポ：「Main Events in the reform history of US Partnership Taxation」にまとめてみた。
1935年の経済的実体法理の米最高裁判例確立から、2010年の経済的実体法理のcodifyまでの九つの事柄を取り上げている。私の独断で分類すると、新たなアメ：４件、新たなムチ：２件、新たなアメとムチ：３件、の合計９件の出来事。これらを取り上げてみた。
ムチ２件：At Risk law (1976年)とPassive Activity Loss Rule (1986年) が重要だ。勿論、Partnership経済を発展させる上で、必須であり最も効果のあるムチは「訴訟社会」「日常化した民事訴訟、租税訴訟」であり、また、必須であり最も効果のあるアメは「契約自由」「税務会計自由」なのだが、それだけでは足りない…ことが次から次へと分かってきた。そして今後もまだ色々と出てくるだろう。だから「現段階で」ということなのだが、この二つのムチが重要だということが分かっている。詳細は来来週以降になるが、少し予告編を流す…。

この二つがなかった当時、やはり、損だけを作って益を生まず、partnerの納めるべき税金を減額することだけに腐心するPartnership、簡単に言うなら、税金をちょろまかすことだけをするPartnership、これが増えた。いまでこそ全米全産業全利益３兆ドルの６０％を稼ぐPartnershipではあるが、ムチ２件が未整備だった頃、全体で数万社あるPartnershipの全体収支が「赤字」になる時代すらあった。税金を納めるどころか食べてしまうのだ。
つまり、如何にVenture精神旺盛なアメリカ人といえども、「アメ」だけ与えられて「ムチ」打ちが足りないならば、新たな価値を生み出す経済行為をしないということだ。
このムチ２件、日本が是非学ばなければならないことだ。とくにPartnership制度を導入しようとするなら、詳しく調べなければならない事柄だ。

…ここではこれ以上は割愛する。詳細は年表に従い、来来週以降、順を追って説明していく。

今年2012年4月にはオバマ政権は新たに「crowd funding」という「アメ」を作ったが、この最新の重要できごとはこの年表には載せていない。別途、説明する機会を設けたい。
また、年表の最初：「1935年の経済的実体法理の米最高裁判例確立」と、年表の最後：「2010年の経済的実体法理のcodify」については何度か説明したので、更なる説明はしない予定だ。

それらを除いた7件について次週から、米国partnership税制の進化史上重要なできごとを一つ一つ説明していくこととしたい。

次週は「1954年　IRC Subchapter K（内国歳入慣令の中のPartnership税制を規定した節）が制定された」。これから説明していく。
今週は以上。次週も乞うご期待。
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